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Ⅰ 林地開発許可制度の概要 

 

１ はじめに 

 森林は、木材の供給源であるほかに、土砂崩れや洪水などの災害を防止し、人びとに憩いの場を提供

し、清い水や空気を与えるなどの公益的な機能を持っています。しかし、昭和 40 年代後半以降、わが国

の経済の成長、都市化の進展、余暇の増大に伴うリゾート開発などの社会経済情勢の変化に伴い、開発

行為に無秩序なものが見られ、地域社会において種々の問題が発生しました。 

このため、森林を開発する際には、森林が持つ機能を阻害しないよう適正に行うことが必要であると

の観点から、昭和 49 年から森林法のなかに“林地開発許可制度”が導入されました。 

この制度により、知事の許可を受けなければ一定規模を超える森林の開発ができなくなり、森林の乱開

発を防止し、森林の持つ公益的機能を維持しながら県土の適正な利用を図っています。 

 新見市では、平成 25 年４月１日から、岡山県知事からの権限移譲により、林地開発許可に関する事

務を行っています。 

 

２ 制度のあらまし 

（１）林地開発許可の対象となる森林 

  林地開発許可の必要な森林は、森林法に基づく地域森林計画の対象民有林（公有林を含む）です。 

ただし、森林法により指定された保安林や海岸法により指定された海岸保全区域内の森林は除かれ 

 ます。 

  地域森林計画の対象民有林かどうかについては、岡山県各県民局・支局森林課及び新見市産業部 

林業振興課に備えてある森林計画図により確認できます。 

（２）林地開発許可の必要な開発 

  林地開発許可を必要とする開発行為は、「土石又は樹根の採掘、開墾その他の土地の形質を変更す

る行為」で、その規模は次のとおりです。 

 ① 道路だけをつくる場合には、幅員（路肩部分及び屈曲部又は待避所として必要な拡幅部分を   

除く。）が３メートルをこえ、かつ、その面積が１ヘクタールをこえるもの。 

 ② 太陽光発電設備を設置する場合には、その面積が 0.5 ヘクタールを超えるもの。 

 ③ その他の場合には、その面積が１ヘクタールをこえるもの。 

（３）許可基準 
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  開発行為が次の４つの基準にあてはまると認められたときに限り許可されます。 

 ① 森林のもつ災害防止のはたらきが、開発することによって失われ、土砂の流出や崩壊その他   

の災害を発生させるおそれがないこと。 

 ② 森林のもつ水害防止のはたらきが、開発することによって失われ、水害を発生させるおそれ   

がないこと。 

 ③ 森林のもつ水源かん養のはたらきが、開発することによって失われ、水の確保に著しい支障を  

きたすおそれがないこと。 

 ④ 森林のもつ環境保全のはたらきが、開発することによって失われ、環境を著しく悪化させるお  

それがないこと。 

（４）許可制の適用除外 

 ① 国又は地方公共団体が行う場合。 

 ② 火災、風水害その他の非常災害のために必要な応急措置として行う場合。 

 ③ 森林の土地の保全に著しい支障を及ぼすおそれが少なく、かつ、公益性が高いと認められる事  

業で、省令で定めるものの施行として行う場合。 

（５）開発行為の中止・復旧等 

 ① 許可を受けないで開発をした場合。 

 ② 許可条件に違反して開発をした場合。 

 ③ 偽りその他の不正な手段により許可を受け開発をした場合。 

 以上のような場合には、市長は開発の中止や復旧を命ずることとなり罰せられることがあります。 

 なお、市長の出した開発の中止命令または復旧命令に違反した場合は罰せられることとなります。 

（６）開発行為の許可の取消 

  次のいずれかに該当する場合は、開発行為の許可を取り消す場合があります。 

 ① 許可に附した条件を遵守しないとき。 

 ② 命令に違反したとき。 

 ③ 計画書の内容を遵守しないとき。 

 ④ 偽りその他の不正な手段により許可を受けたとき。 

  

〔参考〕 

 「伐採及び伐採後の造林の届出」について 
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   地域森林計画の対象となっている森林の立木を伐採するときは、伐採を始める 90 日前から 30 

日前までに「伐採及び伐採後の造林の届出」を市町村に提出しなければなりません。ただし、林地

開発の許可を受けたときはこの手続きは不要となります。 
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Ⅱ 林地開発の許可申請 

 

１ 申請の前に留意すること 

（１） 開発行為の施行の妨げとなる権利（所有権，地上権，賃借権等）を有する者の同意書が必要で

す。 

（２） 開発区域から直接放流する河川及びその他の取・排水施設等の管理者の同意書が必要です。 

（３） 開発行為に係る森林区域等に隣接する土地の権利者の境界確認書が必要です。（ただし、国土調 

査等により境界が明確になっている場合は除きます。） 

（４） 周辺住民に対して、開発行為への理解を深めるための説明等を実施し、その実施状況を、別に

示す様式により、報告する必要があります。 

（５） この制度のみでなく、他の法令等の規制をうけているときは、所定の手続きが必要です。 

 

２ 申請の手続き 

 申請書及び添付書類は、新見市産業部林業振興課に提出してください。 
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林地開発許可制度の体系図
※（　　　）内は森林法の条項を表す。

10条の２ 10条の２

第１項 第１項

ただし書き

10条の２

機　会

行　政

指　導

　　　　　　　開発をした者

　　　　　３．不正な手段によって

　　　　　　　許可を受けて開発行

　　　　　　　為をした者

監督処分（１０条の３）

　・開発行為の中止命令　　　

　　　〃　　　復旧命令

　・対象　１．無許可開発をした者

　　　　　２．許可条件に違反して

許可を必要としないもの

　１．国、地方公共団体が行う場合

開 発 行 為 施 行 施　行　状　況　調　査

　省令で定める

　手続に従い　　

　申請書提出

10条の２

第2項

第2号

　　　して行う場合

　３．省令で定める事業として行う場合

災害の防止

弁明の

岡山県森林審議会

水の確保

規模 　政令である規模以上　　

新見市産業部林業振興課
関係他課
との調整

許可を必要とするもの

対象 　地域森林計画の対象となってい

開発行為をしようと
す　　　る　　　者

保安林、保安施設地区、海岸
連絡調整

（適用除外）

る民有林

保全地区は除く

　２．非常災害のため必要な応急措置と

内　容

審　査

受　付

現地調査

水害の防止

10条の２

第2項

第3号

環境保全

新　　見　　市　　長

 　当該開発行為により周辺の
 地域における環境を著しく悪
 化させるおそれがあるかどう
 か。

 　当該開発行為により周辺の
 地域において土砂の流出又は
 崩壊その他の災害を発生させ
 るおそれがあるかどうか。

 　当該開発行為により当該機
 能に依存する地域において水
 害を発生させるおそれがある
 かどうか。

森 林 の 保 続 培 養 及 び 森 林 生 産 力 の 増 進 に 留 意 （ 1 0 条 の 2 第 3 項 ）

 　当該開発行為により水の確
 保に著しい支障を及ぼす恐れ
 があるかどうか。

10条の２

第2項

第1号

第2項

第１号の2

許　　　　　　　　可

不　　　　許　　　　可
おそれがある場合おそれがない場合

条件を付すことができる

（１０条の２第４項、第５項）

　　１．無許可　　　　　　１５０万円以下

　　２．監督処分命令違反　１５０万円以下

着  手  届

完  了  届

完　了　確　認　調　査

罰　　　　　則　（２０６条）告発

(刑訴法239条)
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Ⅲ 林地開発許可申請書作成要領 

 

１ 書類等の規格等 

 （１） 書類の大きさは、JIS 規格 A4 版に統一すること。 

 （２） 申請書類は、目次、頁、見出し等により相互の照合の便が図られるようにすること。 

 （３） 図面は図面袋（JIS 規格 A4 版）に入れ、その内容を図面袋に記載すること。 

 

２ 申請書類編さん順序及び作成上の留意事項 

 編さん順序は、原則として次のとおりとする。 

順序 書類の名称 作成上の留意事項 

１ 林地開発許可申請書 

（様式第１号） 

１ 開発行為に係る森林の所在場所。 

実際に土地の形質の変更を行う森林の地番を記載する。 

 ２ 開発行為に係る森林の土地の面積。 

実際に土地の形質の変更を行う森林の実測面積で、haを単位とし

て、小数第５位切捨第４位まで記載すること。 

３ 備考欄には、開発行為を行うことについて行政庁の許認可その他 

の処分を必要とする場合には、その手続の状況を記載すること。 

２ 「開発しようとする森林

の地番明細書」、「開発

しようとする森林以外の

土地の地番明細書」 

（様式第３号） 

（様式第３-１号） 

１  地目は、土地の登記事項証明書の地目を記載すること。 

（地目が、田・畑等であっても現況が立木地であれば森林法上は森

林として取扱っている場合がある。） 

２  この明細書の開発行為に係る実測面積が上記申請書の作成上の留

意事項２の面積となる。 

３ 計画書 

（様式第２号） 

１ 該当しない事項等は、空白又は棒線で抹消し、記入項目のある場

合は、該当する欄に簡潔に記入する。 

２ 土地利用計画の利用区分は、開発内容により適宜設定するが、森

林は残置森林、 造成森林、 緑地に分けて記載すること。 

３ 申請者（事業者）、工事施工者、管理者等による施工体制を明確

にする図表を添付すること。 
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４ 開発行為を行うために必

要な資力及び信用がある

ことを証する書類 

開発計画に要する資金の額及びその調達方法、調達先等を明らかに

し、判断できる次の資料（申請日前、６ヶ月以内のもの）を添付する

こと。 

 （１） 資金計画書（様式第５号 計画書に記載する場合は、計画書

の提出をもって代えることができる。） 

 （２） 資金の調達について証する書類（自己資金により調達する場合

は預金残高証明、融資により調達する場合は融資証明書、関心証

明書等、資金の調達方法に応じ添付する。） 

（３） 貸借対照表、損益計算書等の法人の財務状況や経営状況を確認

できる資料 

（４） 納税証明書 

（５） 事業経歴書（必要に応じ、一定の期間を定めその期間内の経歴

とすることができる。） 

（６） 法人の登記事項証明書 

（７） 定款（法人の場合） 

（８） 住民票等（個人の場合） 

５ 開発に関係のある権利者

の同意書 

（様式第10号） 

１ 開発行為に係る森林について、開発行為の施行の妨げとなる権利

を有する者の相当数の同意を申請者が得ていることを証する書類。 

（１） 妨げとなる権利を有する者とは、土地については、所有権、永

小作権、地上権、賃借権等を有する者のほか、当該林地が保全処

分の対象となっている場合には、その保全処分をした者を含むも

のとする。 

（２） 添付書類は、登記事項証明書、売買契約書、登記法上の所有

権者の売買同意書、共有地代表者（規約により共有地の使用収

益に関する権利を代行して決定できる場合）の同意書の各写し

とする。 

ただし、土地の利用や使用について、契約期間等が明記された

許可期間中に有効な契約や協定等を締結している場合は、その写

しをもって代えることができる。 
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  ２  上記の外、次の同意書等の写しを添付すること。 

（１） 開発区域から直接放流する河川及びその他の取・排水施設等の

管理者の同意書の写し 

（２） 隣接地権者の開発に対する筆界確認書について 

ア 開発行為に係る森林区域等について、国土調査法に基づく地

籍調査が完了し、その成果が登記されているものについては、当

該森林区域の隣接地権者の開発に対する筆界確認書類等の一切

を不要とする。 

イ 開発行為に係る森林区域等について、国土調査法に基づく地

籍調査が未完了で、公図が近代的な測量成果によらないものにつ

いては、当該森林区域の隣接地権者の境界確認書（様式第10-１

号）を提出するものとする。 

ウ 関係の開発区域界について、当事者間に係争があると認めら

れる場合は、イの扱いとする。 

周辺住民への説明実施状

況報告 

１ 周辺住民等への説明会の概要についての報告書。 

２ 複数の箇所で説明会を開催した場合は、それぞれ別様で作成するこ

と。 

３ 説明に使用（配布）した書類及び図面を添付すること。 

６ 身分を証する書類 １  申請者が法人の場合は、当該法人の登記事項証明書。 

２ 法人でない団体の場合には代表者の氏名並びに規約その他当該団

体の組織及び運営に関する定めを記載した書類。 

３ 個人の場合にはその住民票の写し若しくは個人番号カードの写し

又はこれらに類するものであって氏名及び住所を証する書類。 

７ 

 

 

 

 

 

防災措置を講ずるために

必要な能力があることを

証する書類 

申請書の開発行為の施行体制の欄に記載した施行者のうち、防災施設

の設置に関わる者に関する次の書類を添付すること。 

なお、申請時において開発行為の施行者が確定していない場合におけ

る当該欄の記入については、施行者の決定方法や時期、求める施工能力

について記載した書類及び着手前までに正規の確認書類を提出するこ

とについての確約書の提出をもってこれに代えることができる。 
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（１） 建設業法許可書（土木工事業） 

 （２） 事業経歴書（必要に応じ、一定の期間を定めその期間内の経歴

とすることができる。） 

（３） 預金残高証明書 

（４） 納税証明書 

（５） 事業実施体制を示す書類（職員数、主な役員・技術者名等） 

（６） 林地開発に係る施工実績を示す書類（監督処分及び行政指導が

あった場合は、その対応状況を含む。必要に応じ、一定の期間を定

めその期間内の実績とすることができる。） 

８ 工程表 

（様式第４号） 

１  期別計画がある場合は、全体計画も掌握できること。 

２ 主な防災工事及び施設工事ごとに分け、具体的に記入すること。 

３ 準備期間等も記入すること。 

９ 他法令との関係 

（様式第６号） 

開発行為において他法令に基づく許可、認可、協議等を必要とする場

合は、それらの手続の状況が明らかになっていること。 

（１） 許可、認可済はその証書の写しを添付すること。 

（２） 手続き中の場合は、申請書の写しを添付すること。 

（３） 協議等の場合は、関係機関等との協議記録の写し、または関係

機関の意見書を添付すること。 

（４） 環境影響評価法（平成９年法律第81号）等に基づく環境影響評

価手続を必要とする場合には、林地開発許可申請書（様式第１号）

備考欄にその手続の状況を記載すること。 

再生可能エネルギー（Ｆ

ＩＴ設備認定）に係る

報告書 

（様式第６－１号） 

再生可能エネルギーに係る開発行為の場合は、次の書類を添付するこ

と。 

（１） ＦＩＴ認定の手続状況が分かる書類の写し。 

（２） 事業計画地から接続先までの送電ルート図。 

10 残置森林、造成森林及び主

要防災施設の維持管理計

画書 

（様式第７号） 

１  残置及び造成森林の区域を示す図面を添付すること。 

 （縮尺1/5,000程度） 

２ 主要防災施設とは、擁壁、えん堤、沈砂地、水路工、洪水調節池等

の防災上重要な施設とする。 
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11 防災施設計画書 １ 排水施設計算表（様式第８号）及び土流出砂貯防止施設計算表

（ 様式第９号）を添付すること。 

工事中及び工事後に区分して作成すること。 

２ 切土又は盛土の工法並びに防災施設の設計根拠を記載した書類を

添付すること。捨土がある場合は、搬出先及び処理方法がわかる書類

を添付すること。 

３ 勾配が20度以上でかつ高低差が５メートル以上の斜面に工作物

（排水施設及び防災施設を除く。）を設置する場合には、修正フェ

レニウス法によって求めた安定計算書を添付すること。 

12 土量計算書等 

（法面の断面図含む） 

１ 切土、盛土及び捨土の土量計算を行い、その計算基礎資料を添付

すること。 

２ 法面の高さ、勾配、土質、施行後の地盤面及び法面保護の方法を

示すこと。 

13 位置図 ５万分の１程度の地形図に事業区域の位置を明示する。 

14 写真 １ 全体計画の事業区域が判明できるもの。（航空写真等により事業区域

の地形及び林況を明らかにする。） 

２ 主要な防災施設計画施工位置付近の地形等が判明できるもの。  

３ 写真の撮影位置方向を明らかにし、現況図に記入する。 

15 区域図 １ 開発行為をしようとする森林の区域及び開発行為に係る森林の区

域を明示する。 

２ それらの区域を明示するのに必要な範囲内において市町村界、字

界、地番界及び地番を記入する。 

３ 図面の縮尺は、1/5,000以上とする。 

16 公図 法務局の土地台帳付属地図の写しに事業区域界及び森林の区域界、係

る森林の区域界を表示したものとする。枚数が複数で判読が困難となる

場合等には、適宜の方法により集成図を作成すること。 
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17 求積図 １ 開発区域内の面積を求める基礎となるもので、地番を表示する。 

２ 開発行為に係る森林面積と、開発行為をしようとする森林面積と

に分け、三斜法、プラニメーター法、CAD等で面積の算出を行い、その

計算基礎データを添付すること。 

３ ha単位とし、小数第４位（未満切捨）までとする。 

18 現況図 開発区域の林況（人工林、天然林、無立木地、その他の用地区分）及

び事業区域に関連する周辺地域の現況（農地、道路、人家、公共施設、

河川、湖沼等）が明示されていること。 

（縮尺1/1,000 ～ 1/2,000） 

19 流域現況図 １ 流域の地形、土地利用状況が明示されていること。 

２ 河川の状況 

河川の位置、開発に伴い増加するピーク流量を安全に流下させるこ

とができない地点がある場合には、それが明示されていること。 

20 利用計画図 １ 全体計画及び期別計画がある場合は、色分け等により明示すること。 

２  切土・盛土の行為形態別の施行区域、事業用施設及び防災施設、残

置森林及び造成森林・緑地等を記入する。  

３ 法面の形状・位置等を記入する。 

４ １～２mコンターの入った図面に縦横断測点又は測線を記入し、関

係横断面図と関連づける。 

 （縮尺1/1,000 ～ 1/2,000） 

21 防 災 工 事 配 置 図 

（１）土量配分計画平面図 

許可申請区域、切土区域、盛土区域、土量、土砂の移動方向等につい

て記載する。なお、目的に応じて省略も可。（土石の採掘等） 

 （２）排水計画平面図 集水区域界、集水区域の番号及び面積を明示する。また、排水施設の

位置に記号又は番号を付し、種類、規格及び流水方向を明示する。 

（縮尺1/1,000 ～ 1/2,000） 

（１） 集水区域及び排水施設の記号又は番号は、排水施設計算表と対 

照できるようにすること。 

（２）排水系統の複雑なものについては、模式図も作成すること。 

（３）必要により施工中と施工後に分けて作成すること。 
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 （３）土砂流出防止計画平

面図 

集水区域界、集水区域の番号及び面積、土砂流出防止施設の位置、記

号又は番号、種類、規模及び貯砂量を明示する。 

（縮尺1/1,000 ～ 1/2,000） 

（１） 集水区域及び施設の記号又は番号は、流出土砂貯留施設設計計 

算表と対照できるようにすること。 

（２） えん堤等の実測縦横断図及び貯砂量計算書を別途添付すること。 

（３） 必要により施工中と施工後に分けて作成すること。 

 （４）洪水調節計画平面図 集水区域界、集水区域面積、調節池の位置、記号又は番号、種類、規

格及び調節容量を明示する。 

（縮尺1/1,000 ～ 1/2,000） 

（１） 洪水調節池の縦横断図、容量計算表、Ｈ・Ｖ曲線図及び下流河

道縦横断図を別途添付すること。なお、沈砂池を兼ねる場合は、

沈砂容量及び洪水調節容量を明示し、各容量の計算表を添付する

こと。 

22 防災施設設計図 縦横断面図、構造図（擁壁、えん堤、排水路、導水路、貯水池、沈砂

池、洪水調節池等）、定規図（標準横断図）その他必要な図面とする。 

（１） 縦断図 

測点、区間距離、追加距離、地盤高、計画高、切土高、盛土高、

勾配を記載すること。 

（縮尺1/1,000 ～ 1/2,000） 

（垂直1/200 ～ 1/400） 

（２） 横断図 

測点、切土又は盛土高、現地盤線、計画地盤線及び勾配、擁壁

及び法面保護施設を明示すること。ただし、土石等の採掘にあっ

ては、年度別の掘削断面及び採掘量計算表を表示すること。 

（縮尺1/100 ～ 1/200） 

（３） 構造図（正面図、平面図、側面図、断面図、配筋図） 

構造各部の設計寸法、材料の種類及び寸法、基礎工の材料及び

寸法を記載すること。排水施設の二次製品等については、規格・
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寸法がわかるカタログ等を添付すること。 

（縮尺1/100 ～ 1/200） 

（４） 土工定規図 

地質又は土質別切土の勾配、盛土の勾配、小段の位置、幅及び

間隔、施工前の地盤面、擁壁及び法面の保護施設、仕上がり寸法

及び勾配、法面における排水施設及び規格、その他法面保護の方

法を示す図面。 

23 建築物等の概要図  

24 

 

 

 

 

 

その他必要な書類 １ 造成する森林又は緑地の造成方法（植栽樹種、植栽本数等）を記

載した図書。 

２ 一時的利用の場合には、利用後の原状回復方法を記載した図書。 

３ 開発行為に係る事業の全体計画の概要及び期別計画の概要を記載 

した資料。 

４ その他参考となるべき資料。 

 

３ その他留意すべき事項 

（１） 排水施設計算表 

         洪水量は……………ラショナル式（合理式）によること。 

         流速は………………マニング式によること。 

（２） 複数法令が適用される場合には、その根拠資料及び対比表を添付すること。 

  



14 

 

Ⅳ 開発行為の技術基準 

 

１ 安全措置に関する技術基準 

（１） 開発区域内の地盤が軟弱である場合には、地盤沈下又は開発区域外の地盤の隆起が生じないよ

う土の置換え、水抜き等の措置を講ずること。 

（２） 開発行為は、原則として、現地形に沿って行われ、土砂の移動量が必要最小限度であること。 

（３） 切土の法面勾配は、地質、土質、切土高、気象及び近傍にある既往の法面の状態のり等を勘案

して現地に適合したものであること。 

（４） 開発行為によって、崖（地平面が水平面に対し 30 度を超える角度をなす土地で硬岩盤以外の

もの。以下同じ。）が生じる場合には、崖の上端に続く地盤面は原則としてその崖の反対方向に

雨水その他の地表水が流れるように勾配をとること。 

（５） 切土又は盛土を行う場合には、融雪、豪雨等により災害が生ずるおそれがないように工事時期、

工法等について適切に配慮されていること。 

（６） 切土をする場合において、切土をした後の地盤に滑りやすい土質の層があるときは、その地盤

に滑りが生じないように杭打ちその他の措置を講ずること。 

（７） 切土は、原則として階段状に行う等法面の安定が確保されていること。 

（８） 盛土は、30センチメートル以下ごとに水平層にして順次盛り上げ、その層ごとに十分締め固め

が行われるものであること。 

（９） 土石の落下による下斜面等の荒廃を防止する必要がある場合には、柵工の実施の措置を講ずる

こと。 

（10） 盛土の法面勾配は、盛土材料、盛土高、地形、気象及び近傍にある既往の法面の状態等を勘案

して、現地に適合した安全なものであること。また、盛土高がおおむね 1.5 メートルを超える場

合には、勾配が 35度以下であること。 

（11） 盛土に緩み、沈下、崩壊又は滑りが生じるおそれがある場合には、盛土を行う前の地盤の段切

り、地盤の土の入替え、埋設工の施工、排水施設の設置等の措置が講じられていること。 

（12） 開発行為によって生じる崖面又は法面は、植生による保護（実播工、伏工、筋工、芝張り、植

栽工等）を原則とし、植生による保護が適さない場合又は植生による保護だけでは法面の侵食を

防止できない場合は、人工材料による適切な保護（擁壁、石張り、モルタル吹付け、法枠工、柵

工、網工等）により風化その他の表面水、湧水、渓流等の浸食に対して保護することとし、工種
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は土質、気象条件等を考慮して決定し適期に施工すること。なお、擁壁で覆わない崖又は法にあ

っては、垂直高５メートル以内ごとに適当な小段（幅１メートル以上）を設け、必要な排水施設

を設けること。 

（13） 工作物（排水施設及び防災施設を除く。）を設置するための斜面（自然斜面を含む。）におい

ても、原則として、おおむね垂直高５メートル以内ごとに排水施設を設けることとする。ただし、

土質調査によって設置間隔の明確な根拠が示されれば、当該設置間隔によることとする。 

（14） 水平な地盤面に対する勾配が 20 度以上でかつ斜面の下端と上端の高低差が５メートル以上の

斜面（切土、盛土及び自然斜面）に工作物（排水施設及び防災施設を除く。）を設置する場合は、

高低差が最大となる斜面で土質区分及び斜面形態ごとにそれぞれ１箇所以上を抽出し、修正フェ

レニウス法によって安定性の検討を行い、算式により求めた安全率は、1.2 以上を満たすこと。

なお、土質定数は、土質調査等、合理的根拠に基づくこと。 

（15） 人家、学校、道路等に近接する場合は、切土をした土地の部分に生じる高さが２メートルを超

える崖若しくは法、盛土をした土地の部分に生じる高さが１メートルを超える崖若しくは法又は

切土及び盛土を同時にした土地に生じる高さが２メートルを超える崖若しくは法には、擁壁を設

置すること。ただし、硬岩盤である場合又は切土をした土地の部分に生じることになる崖若しく

は法の部分で、次のいずれかに該当するものの崖又は法についてはこの限りでない。 

ア 土質が次の表の左欄に掲げるものに該当し、かつ、土質に応じ勾配が同表の中欄の角度以下の

もの 

土質 質擁壁を要しない勾配の上限 擁壁を要する勾配の下限 

軟岩(風化の著しいものを除く) 60 ﾟ 80 ﾟ 

風化の著しい岩 40 ﾟ 50 ﾟ 

砂利、真砂土、関東ローム、硬

質粘土、その他これらに類す

るもの 

35 ﾟ 45 ﾟ 

 

  イ 土質がアの表の左欄に掲げるものに該当し、かつ、土質に応じ勾配が同表の中欄の角度を超え

同表の右欄の角度以下のもので、その上端から下方に垂直距離５メートル以下のもの。この場合

において、(15)（イを除く。）に規定する崖の部分により上下に分離された崖の部分があるとき

は、崖の部分は連続しているものとみなす。 
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（16） （15）により設置する擁壁は、原則として鉄筋コンクリート造、無筋コンクリート造又は間知

石練積み造とすること。 

（17） 擁壁の構造は、構造計算、調査等によって次のいずれにも該当すること。 

ア 土圧、水圧及び自重によって擁壁が破壊されないこと。 

イ 土圧、水圧及び自重によって擁壁が転倒（安全率 1.5 以上）しないこと。 

ウ 土圧、水圧及び自重によって擁壁が沈下しないこと。 

エ 土圧、水圧及び自重によって擁壁が滑動（安全率 1.5 以上）しないこと。 

（18） 擁壁には、その裏面の排水をよくするため原則として壁面の面積３平方メートル以内ごとに少

なくとも１個の内径が 7.5 センチメートル以上の陶管等耐久材料を用いた水抜穴を設け、擁壁の

裏面には次の表の基準の透水層を設置すること。 

擁壁の高さ 
透水層の厚さ 

上端 下端 

3.0ｍ以下 30 ㎝ 40 ㎝ 

3.0ｍを超え～4.0ｍ以下 30 ㎝ 50 ㎝ 

4.0ｍを超え～5.0ｍ以下 30 ㎝ 60 ㎝ 

5.0ｍを超えるもの 30 ㎝ 
60 ㎝に擁壁の高さが５ｍを１

ｍ増すごとに 10 ㎝を加える。 

（注） 透水層の上端とは、擁壁天端面の下部 30センチメートル程度とする。 

 

（19） 開発行為によって生じる崖面を覆う擁壁の高さが２メートルを超えるものについては、建

築基準法施行令（昭和 25 年政令第 338 号）第 142 条（同令第７章の８の準用に関する部分を

除く。）の規定を準用する。 

（20）開発区域並びにその周辺の地形及び地表の状況を勘案して、開発行為により土砂の流出が予

想される場合は、下流域に対する災害を防止するため開発行為に先行して十分な容量及び構

造を有するえん堤等の土砂流出防止施設の設置、森林の残置等の措置を適切に講じること。 

（21） 土砂流出防止施設は、土砂を適切に防止できる規模を有するとともに、適切な位置に設置

することとし、えん堤等の構造は、治山技術基準によるものとする。 

（22） 落石、雪崩、飛砂等の災害を発生させるおそれがある場合には、落石防止柵、雪崩防止柵

又は静砂垣の設置を適切に講じること。 
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（23） 土砂流出防止施設は、開発区域の規模、開発後の地表の状態等から推定される流出土砂量

から下流へ無害に流される許容流出土砂量を差引いた土砂量に対応するものであること。 

（24） 開発前の地形及び地表の状態から流出していたと推定される流出土砂量をもって許容流出

土砂量とする。 

（25） １年間の流出土砂量は、開発区域の規模、地表の状態等により次の表を基準とする。 

地表の状態 １ha当たりの年間流出土砂量 流出平均厚さ 

裸地、荒廃地等 200～400ｍ3 20～40 ㎜ 

皆伐地、草地等 15ｍ3 1.5 ㎜ 

択伐地 2ｍ3   0.2 ㎜ 

普通の林地 1ｍ3   0.1 ㎜ 

注１ 工事によりかき起こした面積については、裸地に準じる。  

      ２ 工事期間（最低４箇月とする。）中の流出土砂量は、次式による。 

（工事面積）×（１ha当たりの年間流出土砂量）× 
工事期間 

12 箇月 

 

（26） 開発行為の終了後において、地形、地被状態等からみて、地表が安定するまでの期間に土砂の

流出が想定される場合には、別途積算するものとし、その量は、人家、農地及び農業用施設又は

公共的施設並びにその周辺地域では５年分以上とし、それ以外の地域では３年分以上とする。 

（27） 流出土砂については、できる限り各部分で抑止すること。 

（28） 工事後に残土がある場合は、土捨場を設置し、土砂の流出防止措置を講じて行われるものであ

ること。この場合における土捨場の位置は、急傾斜地、湧水の生じている場所等を避け、人家又

は公共施設との位置関係を考慮の上選定することとし、法面の勾配、小段の設置、排水施設の設

置等は、盛土に準じて行われ、土砂の流出のおそれがないこと。 

（29） 地形、地表等の状態から、土砂の流出の可能性のある渓流がある場合は、土砂流出防止施設を

設けるほか、周辺の既存林地を残す等土地利用上の土砂災害防止に配慮すること。 

（30） 他に適地がない等によりやむを得ず飲用水、かんがい用水等の水源として依存している森林を

開発行為の対象とする場合において、周辺における水利用の実態等からみて必要な水量を確保す

るために必要があるときは、貯水池又は導水路の設置その他の措置が適切に講じられているこ

と。 
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（31） 周辺における水利用の実態からみて土砂の流出による水質の悪化を防止する必要がある場合

は、沈砂池の設置、森林の残置その他の措置が適切に講じられていること。 

 

２ 排水施設等に関する技術基準 

（１） 排水施設は、開発区域の規模、地形、予定施設の用途、降水量等から想定される雨水及び汚水

を適切に排水できる能力を有する構造とすること。 

（２） 排水施設は、放流先の排水能力、利水の状況等を勘案して雨水及び汚水を適切に排出できる開

発区域外の排水施設又は海、湖沼、河川その他公共の水域に接続させること。この場合、当該開

発区域外の小河川又は水路の流下能力分以上は、洪水調節のため一時雨水を調節池に貯留して調

節すること。ただし、下流の小河川水路を局部的に改修することにより、当該小河川水路の流下

能力を増加させその調節容量を減量することができる。 

（３） 排水施設は、道路その他排水施設の維持管理上支障のない場所に設置すること。 

（４） 農業用ため池に雨水を排出させるときは、当該ため池の安全の確保を図るため必要な措置を講

じること。 

（５） 排水施設の断面は、計画流量の排水が可能になるように少なくとも 20 パーセントの余裕を有

することとし、流速は、原則としてマニング式により求めること。 

（６） 排水施設の計画に用いる雨水流出量は、原則として次式により算出すること 

ア Ｑ＝ 

 

ｆ・ｒ・Ａ 

Ｑ：雨水流出量（ｍ3／sec） 

1 ｆ：流出係数 

360 ｒ：設計雨量強度（㎜／hr） 

 Ａ：集水区域面積（ha） 

イ 設計雨量強度は表１の単位時間内の 10年確率で想定された雨量強度を下限とすること。 

ウ 流出係数は、表２を参考として定めるものとする。ただし、太陽光発電施設（パネル部分に限

る。）を設置する箇所については、流出係数を 0.9 から 1.0 までとする。 

  

表１      単位：㎜／hr 

流 域 面 積 単位時間 
３年確率降雨強度 10 年確率降雨強度 100 年確率降雨強度 

南 部 北 部 南 部 北 部 南 部 北 部 

50ha 以下 10 分 90 100 120 130 180 190 
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100ha 以下 20 分 70 80 100 110 150 160 

500ha以下 30 分 50 60 80 90 130 130 

 注１ 南部とは、備前県民局、東備地域事務所、備中県民局、井笠地域事務所、高梁地域事務、真

庭地域事務所（旧北房町の区域に限る。）の所管区域とし、北部とは、新見地域事務所、美作

県民局、真庭地域事務所（旧北房町の区域を除く。）及び勝英地域事務所の所管区域とし、流

路が整備された区域の降雨強度は、ｔの値の算出根拠を明示して次式で算出することとしてよ

い。 

南部 Ｉ＝ 
4,950 

北部  Ｉ＝ 
4,675 

ｔ＋30 ｔ＋25 

表２   

種     類 流 出 係 数 標準値 

急しゅんな山地 0.75～0.90 0.80 

三紀層山丘 0.70～0.80 0.75 

起伏のある山地・樹林 0.50～0.75 0.60 

平たんな耕地 0.45～0.60 0.55 

かんがい中の水田 0.70～0.80 0.75 

平地・小河川 0.45～0.75 0.60 

裸地 0.80～1.00 0.90 

草地 0.40～0.80 0.60 

注１ 流出係数は表２を基準としこれらが混在する場合は、加重平均により算出すること。 

   ２ 保安林については、平たんな耕地の流出係数は 0.50 を下限とすること。 

 

（７） 雨水のほか土砂等の流入が見込まれる場合又は排水施設の設置場所からみて出水による影

響の大きい場合にあっては、排水施設の断面は必要に応じ２（５）に規定するものより大き

くすること。 

（８） 放流によって地盤が洗掘されるおそれがある場合には、水叩き工の設置その他の措置を適

切に講じること。 

（９） 当該開発区域の下流の河川等において、当該開発行為に伴い増加する 30 年確率で想定され

る雨量強度におけるピーク流量（開発中及び開発後）を安全に流下させることができない地
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点が生ずる場合には、洪水調節池等の設置その他の措置を適切に講ずることとし、安全に流

下させることができない地点の選定及び洪水調節池の設置その他の措置の決定は、当該河川

管理者との協議によるものとする。 

ア 洪水の規模が、年超過率で１／30 以下の全ての洪水について、開発後におけるピーク流量の値

を調節池下流の流下能力の値まで調節するとした場合の調節池の洪水調節容量は、１／30 確

率降雨強度曲線を用いて求める次式のＶ1 の値を最大とするような容量をその必要調節容量

とする。 

Ｖ1＝（ｒi－ 
ｒc 

）ｔi・ｆ・Ａ・0.2778 
２ 

      Ｖ：必要調節容量（ｍ3）〔Ｖ1×1.2＝Ｖ〕 

         ｆ：（開発中・開発後）の流出係数 

      Ａ：流域面積（km2） 

      rc：調節池下流の流過能力の値に対応する降雨強度（㎜／hr） 

      ti：任意の継続時間（１時間以上） 

      ri：１／30確率降雨強度曲線上の任意の継続時間ｔに対応する降雨強度（㎜／hr） 

 

   下流流過能力（ＱＰＣ）に対応した降雨強度（rc）は次式によって求めること。 

ｒc＝ 
ＱＰＣ 

 
0.2778・ｆ・Ａ 

       rc：調節池下流の流過能力の値に対応する降雨強度（㎜／hr） 

     ＱＰＣ：調節池下流の代表地点における流過能力 

           ｆ：（開発中・開発後）の流出係数 

      Ａ：流域面積（km2） 

 

  イ 調節池の設計堆積土砂量は１の（26）に準じて積算すること。 

ウ 調節池の周壁は、コンクリート擁壁、石積等により、法面は石張り、芝張り等により保護する

こと。 

エ 余水吐の能力は、コンクリートダムにあっては 100 年確率で想定される雨量強度におけるピー

ク流量の 1.2 倍以上、フィルダムにあっては、コンクリートダムのそれの 1.2 倍以上のものであ
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ること。 

（10） 洪水調節の方式は、原則として自然放流方式であること。 

（11） 設計流速は、汚水管渠にあっては、0.6ｍ／sec～3.0ｍ／sec、その他の管渠（雨水管渠、遮集

管渠等）にあっては、0.8ｍ／sec～3.0ｍ／sec とすること。 

なお、一般には流速は下流に行くに従い漸増させ、勾配は下流に行くに従い小さくなるように

する。 

（12） 排水路及び雨水並びに汚水管渠の流出計算は次の式のいずれかを用いること。 

ア クッター公式  Ｖ＝ 

23+ 
１ 

＋ 
0.00155  

・(ＲＩ)1/2 
ｎ 1  

1＋ (23＋ 
0.00155 

)・ 
ｎ 

1 (Ｒ)1/2 

  Ｑ＝Ａ・Ｖ 

イ マニング公式 Ｖ＝ 
１ 

・Ｒ2/3・Ｉ1/2  
ｎ 

  Ｑ＝Ａ・Ｖ 

 Ｖ：流速（ｍ／sec）  ヒューム管     0.013 

 Ｑ：流量（ｍ3／sec） ｎ：粗度係数 現場打コンクリート 0.014～0.015 

 Ａ：流水断面積（㎡）  石積        0.025 

 
Ｒ：径深＝ 

Ａ 
（ｍ） 

 

 Ｐ 
 

 
 

 Ｐ：潤辺（ｍ）    

 Ｉ：勾配      

 

（13） 洪水調節池について、この基準に定めのない事項については、知事が別に定める基準によるこ

と。 

（14） 排水施設は、鉄筋コンクリート等堅固で耐久力を有し、かつ、漏水を最小限度とする構造であ

ること。 

（15） 排水施設のうち、暗渠である構造の部分の内径又は内法幅は 20cm 以上であること。 

（16） 排水施設のうち、暗渠である構造の部分の次に掲げる箇所には、桝又はマンホールが設けられ、



22 

 

桝又はマンホールには、蓋（汚水を排除すべき桝又はマンホールにあっては、密閉することがで

きる蓋）を設けること。 

ア 公共の用に供する管渠の始まる箇所 

イ 下水の流路の方向、勾配又は横断面が著しく変化する箇所。ただし、管渠の清掃に支障がない

ときはこの限りでない。 

ウ 管渠の直線部においても次表の範囲内で設置すること。 

管  径 300 ㎜以下 600 ㎜以下 1,000 ㎜以下 1,500 ㎜以下 1,650 ㎜以下 

最大間隔 50ｍ 75ｍ 100ｍ 150ｍ 200ｍ 

 

（17） 桝又はマンホールの底には、専ら雨水を排除すべき桝にあっては深さが 15 センチメートル以

上の泥溜めが、その他の桝又はマンホールにあってはその接続する管渠の内径又は内法に応じ、

相当の幅のインバートが設けられていること。 

 

３ 自然保護に関する技術基準 

（１） 開発行為をしようとする森林の区域に開発行為に係る事業の目的、態様、周辺における土地利

用の実態等に応じて、相当面積の森林又は緑地の残置若しくは造成が適切に行われること。「相

当面積の森林又は緑地の残置若しくは造成」とは、森林又は緑地を現況のまま保全することを原

則とし、やむを得ず一時的に土地の形質を変更する必要がある場合には可及的速やかに伐採前の

植生回復を図ること等により森林又は緑地が造成されるものであること。この場合において、残

置し、若しくは造成する森林又は緑地の面積の事業区域（開発行為をしようとする森林又は緑地

その他の区域をいう。以下同じ。）内の森林面積に対する割合は、表３の事業区域内において残

置し、若しくは造成する森林又は緑地の割合によるものとする。また、残置し又は造成する森林

又は緑地は、表３の森林の配置等により開発行為の規模及び地形に応じて、事業区域内の周辺部

及び施設等の間に適切に配置されていること。なお、表３に掲げる開発行為の目的以外の開発行

為については、その目的、態様、社会的経済的必要性、対象となる土地の自然的条件等に応じ、

表３に準じて適切に措置されていること。 

 

表３   

開発行為 事業区域内において残 森林の配置等の目的 
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の目的 置し又は造成する森林

又は緑地の割合 

別荘地の

造成 

残置森造成ね 60 パーセ

ント以上とする。 

１ 原則として周辺部に幅おおむね 30 メートル以上の林又は

造成森林を配置する。 

２ １区画の面積はおおむね 1,000 平方メートル以上とし、建

物敷等の面積はそのおおむね 30 パーセント以下とする。 

スキー場

の造成 

残置森林率はおおむね

60％以上とする。 

１  原則として周辺部に幅おおむね 30ｍ以上の残置森林又は

造成森林を配置する。 

２  滑走コースの幅はおおむね 50ｍ以下とし複数の滑走コー

スを並列して設置する場合はその間の中央部に幅おおむね

100ｍ以上の残置森林を配置する。 

３ 滑走コースの上，下部に設けるゲレンデ等は１箇所当たり

おおむね５ha 以下とする。また、ゲレンデ等と駐車場との間

には幅おおむね 30ｍ以上の残置森林又は造成森林を配置す

る。 

ゴルフ場

の造成 

残置森林率はおおむね

60％以上とする。 

１ 原則として周辺部に幅おおむね 30ｍ以上の残置森林又は

造成森林を配置する。 

２ 滑走コースの幅はおおむね 50ｍ以下とし複数の滑走コー

スを並列して設置する場合はその間の中央部に幅おおむね

100ｍ以上の残置森林を配置する。 

３ 滑走コースの上、下部に設けるゲレンデ等は１箇所当たり

おおむね５ha 以下とする。また、ゲレンデ等と駐車場との間

には幅おおむね 30ｍ以上の残置森林又は造成森林を配置す

る。 

宿泊施設 

・レジャ

ー施設の

設置 

森林率はおおむね 50％

以上（残置森林率おおむ

ね 40％以上）とする。 

１ 原則として周辺部に幅おおむね 30ｍ以上の残置森林又は

造成森林を配置する。 

２ 建物敷の面積は事業区域の面積のおおむね 40％以下とし、

事業区域内に複数の宿泊施設を設置する場合は極力分散さ

せるものとする。 
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３ レジャー施設の開発行為に係る１箇所当たりの面積はお

おむね５ha 以下とし、事業区域内にこれを複数設置する場合

は、その間に幅おおむね 30m 以上の残置森林又は造成森林を

配置する。 

工場及び

事業場の

設置 

森林率はおおむね 25％

以上とする。 

１ 事業区域内の開発行為に係る森林の面積が 20ha 以上の場

合は原則として周辺部に幅おおむね 30ｍ以上の残置森林又

は造成森林を配置する。また、開発行為に係る森林面積がお

おむね 20ha 以下の団地を複数造成することとし その間に

幅おおむね 30ｍ以上の残置森林又は造成森林を配置する。 

２ 事業区域内の開発行為に係る森林の面積が 10ha 以上 20ha

未満の場合は、極力周辺部に幅おおむね 20ｍ以上の森林を配

置する。 

３ 事業区域内の開発行為に係る森林の面積が 10ha 未満の場

合は、極力周辺部に森林を配置する。 

住宅団地

の造成 

森林率はおおむね 20％

以上（緑地を含む。）とす

る。 

１ 事業区域内の開発行為に係る森林の面積が 20ha 以上の場

合は原則として周辺部に幅おおむね 30ｍ以上の残置森林又

は造成森林若しくは緑地を配置する。この場合以外の場合に

あっても極力周辺部に森林又は緑地を配置する。 

２ 開発行為に係る１箇所当たりの面積はおおむね 20ha 以下

とし、事業区域内にこれを複数造成する場合は、その間に幅

おおむね 30ｍ以上の残置森林又は造成森林又は緑地を配置

する。 

土石等の

採掘又は

残土によ

る埋立 

 １ 原則として周辺部に幅おおむね 30ｍ以上の残置森林又は

造成森林を配置する。 

２ 採掘跡地は必要に応じ埋め戻しを行い、緑化及び植栽す

る。また、法面は可能な限り緑化し、小段平たん部には必要

に応じ客土等を行い植栽する。 

太陽光発

電施設の

森林率はおおむね 25％

以上（残置森林率おおむ

１ 事業区域内の開発行為に係る森林の面積が 20ha 以上の場

合は、原則として周辺部に幅おおむね 30 ｍ以上の残置森林
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設置 ね 15％以上）とする。 又は造成森林（一部又は全部が連続した残置森林であるこ

と。）を配置する。また、開発行為に係る森林面積がおおむね

20ha 以下の団地を複数造成することとし，その間に幅おおむ

ね 30ｍ以上の残置森林又は造成森林を配置する。 

２ 事業区域内の開発行為に係る森林の面積が 10ha 以上 20ha

未満の場合は，原則として周辺部におおむね 20ｍ以上の残置

森林又は造成森林（一部又は全部が連続した残置森林である

こと。）を配置する。 

３ 事業区域内の開発行為に係る森林の面積が 10ha 未満の場

合は、原則として周辺部に残置森林又は造成森林（一部又は

全部が残置森林）を配置する。 

４ 稜線の一体性を維持するため，尾根部については、原則と

して残置森林を配置する。 

注１ 「残置森林率」とは，残置森林のうち若齢林（15 年生以下の森林）を除いた面積の事業区域

内の森林の面積に対する割合をいう。 

２ 「森林率」とは、残置森林及び造成森林（植栽により造成する森林であって硬岩切土面等の

確実な成林が見込まれない箇所を除く。）の面積の事業区域内の森林の面積に対する割合をい

う。 

３ 「ゲレンデ等」とは、滑走コースの上、下部のスキーヤーの滞留場所であり、リフト乗降場、

レストハウス等の施設用地を含む区域をいう。 

４ 学校教育施設、病院、廃棄物処理施設等にあっては工場、事業場の基準を、ゴルフ練習場に

あってはゴルフ場と一体のものを除き宿泊施設・レジャー施設の基準をそれぞれ適用するもの

とする。また、企業等の福利厚生施設については、その施設の用途に係る開発行為の目的の基

準を適用するものとする。 

５ １事業区域内に異なる開発行為の目的に区分される複数の施設が設置される場合には、それ

ぞれの施設ごとに区域区分を行い、それぞれの開発行為の目的別の基準を適用するものとする。

この場合、残置森林等は区分された区域ごとにそれぞれ配置することが望ましいが、施設の配

置計画等からみてやむを得ないと認められる場合には、施設の区域界に幅おおむね 30 メート

ル以上の残置森林等を配置するものとする。 
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６ 過去に林地開発許可を受けて開発した区域を含んで再開発する場合において、新たに開発す

る森林面積が 10 ヘクタール以上の時は、当初開発時点の森林面積に対して 20 パーセント以上

を保全することとする。ただし、当初開発時の対象森林箇所が不明な場合は、案分計算によっ

て当該森林面積を算出し、その面積に対して 20パーセント以上を保全することとする。 

 

（２） 造成森林については、必要に応じ植物の生育に適するよう表土の復元、客土等の措置を講じ、

地域の自然的条件に適するよう、原則として樹高１メートル以上の高木性樹木を表４を標準とし

て均等に分布するよう植栽する。なお、修景効果を期待する造成森林にあっては、可能な限り大

きな樹木を植栽するよう努めるものとする。 

表４  

樹高 植栽本数（１ha 当たり） 

１ｍ 2,000 本 

２ｍ 1,500 本 

３ｍ 1,000 本 

 

（３） 騒音，粉じん等の著しい影響の緩和，風害等からの周辺の植生の保全等（貴重な動植物の保護

を含む。）の必要がある場合には，開発区域内の適切な箇所に必要な森林の残置又は必要に応じ

た造成（必要に応じて複層林を造成する等安定した群落を造成することを含む。）が行われるこ

と。 

（４） 景観の維持に著しい支障を及ぼすことのないように適切な配慮がなされており，特に市街地，

主要道路等からの景観を維持する必要がある場合には，開発行為により生ずる法面を極力縮少す

るとともに，可能な限り法面の緑化を図り，また，開発行為に係る事業により設置される施設の

周辺に森林を残置し若しくは造成し又は木竹を植栽する等の適切な措置が講ぜられること。 

 

４ 開発行為に伴う工事の仕様開発行為に伴う工事の仕様は，別に定めるものとする。 
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表１－２－１ 確率別降雨継続時間～降雨強度曲線式係数（ｎ，ａ，ｂ）一覽表 

 

確率 
千屋 新見 東城 高梁 佐屋 矢掛 

n a b n a b n a b n a b n a b n a b 
1/200 年 0.6916 90.1509 0.3263 1.3420 410.3949 4.4273 0.6341 82.1010 -0.0179 0.7342 80.6292 0.1736 0.8000 112.6677 0.6666 0.9070 112.8293 0.8721 
1/150 年 0.6906 87.0308 0.3233 1.2581 336.4507 3.6500 0.6479 82.9263 0.0386 0.7350 78.3781 0.1821 0.7880 106.3196 0.6280 0.9042 108.9608 0.8732 
1/100 年 0.6942 83.8134 0.3397 1.1400 252.4985 2.7202 0.6719 84.8870 0.1384 0.7421 76.1900 0.2112 0.7860 101.2313 0.6352 0.9000 103.5607 0.8773 
1/70 年  0.6919 79.9128 0.3373 1.0365 194.5374 2.0370 0.7000 87.8041 0.2546 0.7430 73.3626 0.2247 0.7782 95.3323 0.6156 0.9000 99.4380 0.8925 
1/50 年  0.6922 76.6038 0.3404 0.9478 153.3764 1.5317 0.7146 87.8395 0.3334 0.7500 71.6119 0.2541 0.7724 90.2979 0.6066 0.8926 94.3527 0.8848 
1/30 年  0.6937 71.7747 0.3506 0.8218 106.9215 0.9300 0.7463 89.2806 0.4947 0.7586 68.5188 0.2977 0.7625 82.5968 0.5882 0.8885 87.8289 0.8948 
1/20 年  0.6911 67.2440 0.3466 0.7309 80.4824 0.5669 0.7763 91.0427 0.6582 0.7677 66.2963 0.3447 0.7489 75.7227 0.5580 0.8832 82.5529 0.9087 
1/10 年  0.6930 60.4520 0.3637 0.6000 50.4845 0.1315 0.8208 90.9961 0.9325 0.7872 62.5407 0.4443 0.7204 63.6963 0.4881 0.8716 73.0111 0.9191 
1/5  年  0.7000 53.9770 0.4018 0.5000 32.5719 -0.1407 0.8600 87.4064 1.2133 0.8173 59.6122 0.6112 0.6932 52.7362 0.4369 0.8618 64.1244 0.9708 
1/2  年  0.7028 42.9251 0.4450 0.4800 23.1048 -0.1894 0.8926 72.8603 1.5022 0.8846 56.2090 1.0366 0.6138 34.9041 0.2739 0.8479 51.5497 1.1275 

確率計算法 グンベル分布 一般化極値分布 一般化極値分布 グンベル分布 グンベル分布 グンベル分布 

 

確率 
上長田 久世 福渡 岡山 恩原 津山 

n a b n a b n a b n a b n a b n a b 
1/200 年 1.1364 741.5425 8.5727 1.2634 367.9545 4.3186 0.8280 163.4302 1.1730 0.7466 94.2388 0.4020 0.8603 231.2108 2.3435 1.3000 512.1871 4.5262 
1/150 年 1.0742 579.8013 6.7863 1.1811 298.1709 3.4510 0.8422 160.2240 1.2357 0.7511 92.0916 0.4208 0.8520 218.2261 2.2594 1.2262 416.5850 3.7285 
1/100 年 1.0024 423.8987 5.0323 1.0800 227.0257 2.5641 0.8542 152.5537 1.2798 0.7509 87.6636 0.4274 0.8412 200.6923 2.1428 1.1273 312.6566 2.8168 
1/70 年  0.9543 333.3750 4.0146 0.9925 177.7649 1.9189 0.8645 145.6205 1.3158 0.7511 83.7825 0.4318 0.8305 185.7589 2.0421 1.0456 244.2002 2.1871 
1/50 年  0.9165 269.8691 3.2844 0.9177 142.4114 1.4468 0.8739 138.8304 1.3468 0.7572 81.2116 0.4576 0.8169 170.6499 1.9189 0.9767 195.6853 1.7281 
1/30 年  0.8628 197.5793 2.4185 0.8205 104.2340 0.9300 0.8861 127.8645 1.3799 0.7631 76.5778 0.4894 0.7926 147.5551 1.7041 0.8820 141.2587 1.1855 
1/20 年  0.8326 158.7617 1.9617 0.7435 80.3579 0.5848 0.8890 117.5000 1.3683 0.7650 72.2949 0.5057 0.7735 130.8470 1.5471 0.8157 110.2655 0.8615 
1/10 年  0.7903 111.5241 1.4029 0.6540 55.6395 0.2418 0.8924 100.1175 1.3447 0.7780 66.3020 0.5781 0.7385 103.8236 1.2630 0.7108 72.1958 0.4315 
1/5  年  0.7530 78.3232 0.9973 0.5827 39.1527 0.0115 0.8713 79.0358 1.1895 0.7861 58.7948 0.6417 0.6937 77.7399 0.9393 0.6305 48.7815 0.1634 
1/2  年  0.6878 45.2800 0.5768 0.5736 28.9408 -0.0226 0.8005 49.1212 0.8260 0.8221 49.4572 0.8724 0.6077 44.0992 0.4047 0.5715 30.8013 0.0061 

確率計算法 一般化極値分布 一般化極値分布 一般化極値分布 グンベル分布 グンベル分布 一般化極値分布 

 

 

一般式(君島形) 

r  a  
Tn  b  

r:降雨強度(㎜/hr)  

T:継続時間(hr) 

注）Ｔ：時間単位 

洪水到達時間が１時間未満の場合

は、適用に注意すること。 
 

  

確率 
奈義 今岡 赤磐 和気 玉野 

n a b n a b n a b n a b n a b 
1/200 年 0.4840 55.6878 -0.2978 1.0800 241.7327 2.3657 0.0886 7.6967 -0.8915 0.5039 101.7072 0.1841 0.9953 198.4944 2.8571 
1/150 年 0.4919 55.1350 -0.2793 1.0575 225.2092 2.2034 0.1316 11.3904 -0.8338 0.5000 92.0381 0.1281 0.9638 178.1691 2.5605 
1/100 年 0.5022 54.0996 -0.2538 1.0173 199.6589 1.9288 0.1877 16.1027 -0.7525 0.4947 79.8551 0.0536 0.9175 151.3926 2.1533 
1/70 年  0.5139 53.4865 -0.2249 0.9864 180.7147 1.7359 0.2381 20.2343 -0.6737 0.5000 72.6531 0.0265 0.8762 130.5972 1.8275 
1/50 年  0.5237 52.5473 -0.2002 0.9560 163.3434 1.5509 0.2891 24.3480 -0.5886 0.5009 65.5418 -0.0113 0.8406 114.1254 1.5720 
1/30 年  0.5450 51.9242 -0.1432 0.9079 138.5934 1.2827 0.3595 29.5425 -0.4603 0.5167 58.5531 -0.0175 0.7927 93.3581 1.2467 
1/20 年  0.5633 51.2747 -0.0941 0.8752 122.2059 1.1141 0.4200 33.8324 -0.3395 0.5292 53.3225 -0.0233 0.7588 79.8500 1.0400 
1/10 年  0.6000 50.2102 0.0125 0.8194 96.7441 0.8463 0.5200 39.8108 -0.1154 0.5634 46.8670 0.0101 0.7042 60.4625 0.7313 
1/5  年  0.6545 50.2344 0.1903 0.7648 74.2922 0.6081 0.6200 44.0427 0.1439 0.6016 41.0721 0.0641 0.6703 46.8596 0.5510 
1/2  年  0.7862 52.9939 0.6981 0.7000 48.2038 0.3545 0.7516 44.5808 0.5588 0.6891 36.0875 0.2843 0.6855 35.7028 0.5796 

確率計算法 グンベル分布 一般化極値分布 一般化極値分布 一般化極値分布 一般化極値分布 
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Ⅴ 林地開発許可後の留意事項 

 

１ 次の各事項に留意して適切な開発を行ってください。 

（１） 許可の条件にしたがって施行してください。 

（２） 申請書及び申請書の添付図書にしたがって施行してください。 

（３） 関係職員が、開発行為の施行状況調査を行うときは、これに応じてください。 

（４） 開発行為に着手したときは、１週間以内に届け出てください。 

      着手届には工程表を添付してください。 

      着手後は、毎年 12 月末現在の施行状況を報告してください。 

（５） 開発行為の計画を変更するときは、その部分について工事を中止し、速やかに申し

出てください。 

（６） 開発行為の着手又は完了の時期を変更しようとするときは速やかに届け出てくだ

さい。 

（７） 防災工事を優先施行し、切土、盛土又は捨土は、下流に対する安全を確認した上

で行ってください。 

（８） 工事が完了したときは、速やかに完了届を提出してください。 

（９） 工事を２週間以上中止するとき、又はこれを再開するときは、１週間前までに届

け出てください。 

（10） 工事を廃止するときは、廃止する日の１週間前までに届け出るほか、市長の指示

に従い防災措置を講じてください。 

（11） 工事中に災害が発生したときは、適切な措置を講じるとともに、災害発生後１週

間以内に届け出てください。 

（12） 事業を譲渡、又は相続、もしくは開発事業者の法人が合併等により、事業の地位

を承継した場合は、速やかに届け出てください。 

（13） 許可を受けたときは、林地開発許可標識を現場の見やすい場所に掲示してくださ

い。 

（14） 工作物等が埋め戻しにより外部から明視できなくなる箇所については、工事の工

程に応じて寸法・形状・位置等が分かるように写真等の資料を作成してください。 

 

 ２ 完了確認調査及び中間確認調査 

（１） 開発行為が完了し、工事完了届が提出されたときは、完了確認調査を実施し、許

可処分の内容にしたがって施行し、許可条件に適合しているかを確認します。  

（２）   工事の施工中途において必要と認めるときは、随時中間確認調査を行います。  

（３） 調査の結果、修補の必要があると認めるときは、修補を要する箇所・方法・期間

を明示して通知します。  

（４）   修補工事が完了したときは、速やかに届け出てください。  
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別 記 

 

林地開発に伴う防災施設等の確認時点 

 

１ 基本的な考え方 

（１） 同一開発区域内の保安林・普通林については、完了確認時点を合致させてください。 

（２） 通常の防災施設完了後本体施設と不可分な代替施設がある場合はその完了した時点で

確認を行い  ます。 

 

２ 個別事業の確認時点 

転 用 目 的  確  認  時  点  細 部 的 な 取 扱 い  

ゴルフ場  

 

 

 

切土・盛土の法面保護工、コース

の張芝、建物敷の敷地が完了した

時点 

 

 

時季的な関係、その他特別な事由

でコースの張芝の一部が残った場

合で保全上の支障がないと認めら

れる時は、実態に応じて処理する

ものとします。 

宅地造成  

 

整地及び法面保護工完了時点 

 

法面保護工は計画地の周囲及び大

規模な法面保護工とします。 

別荘造成  

 

取付道、排水施設完了時点 

 

取付道には計画区域内の道路を含

みます。 

道路  

 

路体（側溝、敷砂利を含む）法面

保護工完了時点 

 

 

農地造成  

 

排水施設・圃場整地、 法面保護

工完了時点 

圃場整地は土砂の流失がないと判

断される時点とします。 

土石の採掘 跡地の法面保護工完了時点  
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Ⅵ 林地開発許可後の関係書類等とその手続き 

 

１ 開発行為変更許可申

請書 

（様式第 14 号） 

１ 許可申請書に準じて必要書類を添付すること。（変更に

係るものに限る。変更前：朱書、変更後：黒書の二段書き

とする。） 

２ 変更内容が開発面積、防災施設等の種別及び数量変更の

場合は、工種別変更対照表を添付すること。 

３ 変更に係る関係図は、原計画と変更計画が判明するよう

表示すること。 

２ 林地開発行為の変更

協議について 

（様式第 15 号） 

１ 変更内容が開発面積、防災施設等の種別及び数量変更の

場合は、工種別変更対照表を添付すること。 

２  変更の理由は、別紙等で詳細に記載すること。 

３ 変更に係る関係図は、原計画と変更計画が判明するよう

表示すること。 

３ 林地開発行為変更届

書 

（様式第 16 号） 

１ 変更内容が開発面積、防災施設等の種別及び数量変更の

場合は、工種別変更対照表を添付すること。 

２  変更の理由は、別紙等で詳細に記載すること。 

３ 変更に係る関係図は、原計画と変更計画が判明するよう

表示すること。 

４ 

 

工事着手届等 

（様式第 17 号） 

工事着手、着手時期変更、完了、完了時期変更、中止、再

開の各届出 

１ 工程表(様式第４号)を添付すること。(工事完了届は除

く) 

２ 工事完了届には、完了写真、出来形書類及び検査状況報

告書（様式第 23 号）等を添付すること。 

３ 中止する場合は、中止する期間に必要な防災措置の計画

及びその施工期限を記載した防災施設計画書を添付するこ

と。 

５ 

 

林地開発許可標識 

（様式第 18 号） 

工事期間中、工事現場の見やすい場所に掲示しておくこと。 

 

６ 工事廃止届 

（様式第 19 号） 

次の資料を添付すること。 

（１） 防災施設計画書 

（２） 森林及び土地について、権利を有する者の廃止に関

する同意書（写） 

（３） 放流先の水路等の管理者の廃止に関する同意書（写） 

７ 開発者氏名等変更届 

（様式第 20 号） 

開発者の氏名、名称、住所の各変更届次の資料を添付する

こと。 
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（１） 登記事項証明書等（法人の場合） 

（２） 住民票等（個人の場合） 

８ 災害発生届 

（様式第 21 号） 

１  災害発生時の概況がわかる写真を添付すること。 

２ 復旧計画は、工事内容や期間を記載し、工事内容が分か

る図面等を添付すること。 

９ 地位承継届 

（様式第 22 号） 

次の資料を添付すること。 

（１） 承継の原因を証する書類 

（２） 地位承継者に係る身分を証する書類（申請書類編さ

ん順序６に記載する書類） 

（３） 地位承継者に係る開発行為を行うために必要な資力

及び信用があることを証する書類（申請書類編さん順

序４に記載する書類） 

（４） 地位承継者に係る防災施設を講ずるために必要な能

力があることを証する書類（申請書類編さん順序７に

関する書類）【防災施設未施行の場合】 

（５） 土地等に権利を有する者の地位承継に関する同意書

の写し 

10 検査状況報告書 

（様式第 23 号） 

１ 検査実施状況の写真を添付すること。 

２  主要施設の配置図及び構造図を添付すること 

11 

 

現場写真撮影等 開発行為施工中における主要構造物及び埋設されたため完

了後に明視できない部分等の工事を実施するときは、写真撮

影を行い、写真の整理をしておいてください。 

 

 

 

  

  



 

 

Ⅶ 書式の様式 
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Ⅷ 林地開発許可制の適用されない開発行為に対する      

調整事務の概要について 

 

１ 書類の提出先 新見市産業部林業振興課 

２ 書類の提出部数 １部 

３ 提出すべき書類  

（１）事業計画書 様式第 11 号 

 （２）概要説明書（主として森林区域内） 様式第 12 号 

 （３）開発行為に係る森林の地番明細書 様式第 13 号 

 （４）位置図 全開発区域及び林地開発区域を明示した縮尺１

/5,000 以上の地形図 

 （５）区域図 

 

開発区域の森林部分について、開発部分と残置又は

造成緑地部分に色分けし、さらに林地開発に関する

防災施設を記入した縮尺１/5,000 以上の地形図。 

 （６）事業計画平面図 事業の全体計画と周辺施設並びに防災施設の配置

が判明する図面 

 （７）防災施設構造図 主要工作物の構造概要を示すものとし、平面図と対

照できるように番号を附す。 

 （８）切盛断面図 森林区域内の代表的な切盛部数ヶ所につき、その勾

配、擁壁、法面保護対策等を表した断面図とし、平

面図と対照できるように番号を附す。 
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